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平成１６年３月期　個別財務諸表の概要                           平成 １６年 ５月 １７日

会　社　名　　　　　テクノクオーツ株式会社　　　 登録銘柄
コード番号　　 ５ ２ １ ７　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　          本社所在都道府県　東京都

（URL:http://www.techno-q.com）

代 表 者     　　役 職 名      　　代表取締役社長

氏 名      　　森　　　憲　司

問 合 せ 先     　　責任者役職名      　　常務取締役 経理部長

　　　　　　　氏    名      　　大　室　　　赳　　　　　　　　　　　ＴＥＬ  ０３（５３５４）８１７１

決算取締役会開催日　平成１６年　５月１７日             中間配当制度の有無　　 有

定時株主総会開催日　平成１６年　６月１８日             単元株制度採用の有無   有（1単元1,000株）

１.１６年３月期の業績 (平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日)
(１) 経 営 成 績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(百万円未満切捨)

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益

百万円 % 百万円 % 百万円 %
１６年３月期 3,848 (2.8） 74 (－） 96 (－）
１５年３月期 3,742 (△6.5） △25 (－） 6 (△98.4）

当　期　純　利　益
１ 株 当 た り

当 期 純 利 益
潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

株主資本
当期純利益率

総資本
経常利益率

売上高
経常利益率

   百万円 % 円 銭 円 銭 % % %
１６年３月期 18 (－） 2 35 － － 0.3 1.1 2.5
１５年３月期 △34 (－） △4 48 － － △0.5 0.1 0.2

(注)1.期中平均株式数 　　　　　 1６年 3月期     　7,799,600 株        1５年 3月期    7,799,600 株

2.会計処理の方法の変更　無

3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるﾊﾟｰｾﾝﾄ表示は、対前期増減率

(２) 配 当 状 況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 配当金総額 株主資本

中　　間 期　　末 （年 間）
配当性向

配 当 率
円 銭 円 銭 円 銭 百万円 % %

１６年３月期 15 00 0 0 15 00 116 637.1 1.8
１５年３月期 15 00 0 0 15 00 116 335.0 1.8

(注) 16年 3月期期末配当金の内訳　　　普通配当　15円 00銭

 15年 3月期期末配当金の内訳　　　普通配当　15円 00銭

(３) 財 政 状 態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 % 円 銭

１６年３月期 8,535 6,401 75.0 820 77
１５年３月期 8,752 6,486 74.1 831 63
(注)1.期末発行済株式数   16年3月期　7,799,600 株　　15年3月期　7,799,600 株

  2.期末自己株式数     16年3月期　      400 株　　15年3月期　      400 株

２.１７年３月期の業績予想（平成１６年４月１日～平成１７年３月３１日）

１株当たり年間配当金
売上高 経常利益 当期純利益

中　　間 期　　末

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 2,257 110 55 0 0 － － 0 0
通　期 4,628 316 172 － － 15 0 15 0

 (参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）22円14銭

※ 上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後さまざまな要

因によって予想数値と異なる場合があります。

なお、上記業績予想に関する事項については、資料の８ﾍﾟｰｼﾞをご参照ください。
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１.個別財務諸表等
(１) 比較貸借対照表

(千円未満切捨表示)
第27期

(平成15年3月31日現在)
第28期

(平成16年3月31日現在)
期　　別

　　科    目 金      額 構成比 金      額 構成比
増減金額

(資産の部) 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動資産

　1.現金及び預金 1,059,708 1,160,486 100,778

　2.受取手形 ※7 152,775 178,833 26,058

　3.売掛金 ※7 990,202 1,171,561 181,359

　4.製品 181,245 135,662 △45,583

　5.原材料 875,061 638,504 △236,556

　6.仕掛品 706,071 511,857 △194,213

　7.貯蔵品 46,155 36,059 △10,096

　8.前払費用 14,761 12,102 △2,659

9.繰延税金資産 53,551 84,671 31,119

 10.未収還付法人税等 2,724 ― △2,724

 11.その他 71,655 112,629 40,974

　　貸倒引当金 △1,100 △1,400 △300

　　　流動資産合計 4,152,812 47.5 4,040,970 47.3 △111,842

Ⅱ固定資産

　1.有形固定資産 ※1

(1)建物 ※2 1,690,935 1,571,749 △119,185

(2)構築物 ※2 94,541 74,059 △20,481

(3)機械及び装置 704,668 555,505 △149,162

(4)車両運搬具 9,045 10,425 1,380

(5)工具器具備品 71,691 70,809 △881

(6)土地 ※2,3 1,068,870 1,068,870 ―

(7)建設仮勘定 9,544 2,735 △6,809

　　有形固定資産合計 3,649,296 41.7 3,354,155 39.3 △295,140

　2.無形固定資産

(1)ソフトウェア 58,160 42,741 △15,419

(2)電話加入権 3,335 3,574 239

 (3)その他 1,163 1,067 △95

無形固定資産合計 62,659 0.7 47,383 0.6 △15,275

　3.投資その他の資産

(1)投資有価証券 150,001 145,864 △4,136

(2)関係会社株式 25,628 ― △25,628

(3)関係会社出資金 467,693 663,139 195,446

(4)長期貸付金 88,900 82,700 △6,200

(5)従業員長期貸付金 890 670 △220

(6)関係会社長期貸付金 ― 47,560 47,560

(7)破産･更生債権等 4,897 4,861 △36

(8)繰延税金資産 116,412 112,199 △4,213

(9)為替予約 50,273 ― △50,273

(10)その他 ※4 73,780 131,256 57,475

貸倒引当金 △91,100 △95,147 △4,047

投資その他の資産合計 887,377 10.1 1,093,105 12.8 205,727

固定資産合計  4,599,333 52.5 4,494,644 52.7 △104,688

資産合計 8,752,146 100.0 8,535,614 100.0 △216,531
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(千円未満切捨表示)
第27期

(平成15年3月31日現在)
第28期

(平成16年3月31日現在)
期　　別

　　科    目 金      額 構成比 金      額 構成比
増減金額

(負債の部) 千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ流動負債

　1.支払手形 ※7 167,887 142,503 △25,383

　2.買掛金 ※7 52,174 128,041 75,866

　3.短期借入金 ※2 143,820 106,756 △37,064

　4.一年内返済予定長期借入金 ※2 382,152 471,540 89,388

　5.未払金 11,823 12,148 325

　6.未払費用 ※7 88,091 94,168 6,077

7.未払法人税等 ― 58,913 58,913

8.未払消費税等 47,209 26,792 △20,417

9.預り金 6,820 6,147 △673

10.賞与引当金 96,188 119,425 23,237

11.その他 58,708 24,095 △34,613

　　　流動負債合計 1,054,875 12.1 1,190,530 13.9 135,655

Ⅱ固定負債

1.長期借入金 ※2 1,044,260 788,912 △255,348

2.退職給付引当金 80,370 62,248 △18,122

3.役員退職金引当金 36,015 43,878 7,863

4.繰延ﾍｯｼﾞ利益 50,273 ― △50,273

5.その他 ※4 ― 48,329 48,329

　　　固定負債合計 1,210,919 13.8 943,368 11.1 △267,550

　　　負債合計 2,265,794 25.9 2,133,899 25.0 △131,895

(資本の部)

Ⅰ資本金 ※5 829,350 9.5 829,350 9.7 ―

Ⅱ資本剰余金

1.資本準備金 1,015,260 1,015,260 ―

資本剰余金合計 1,015,260 11.6 1,015,260 11.9 ―

Ⅲ利益剰余金

1.利益準備金 161,637 161,637 ―

2.任意積立金 ―

特別償却準備金 81,179 62,319 △18,859

別途積立金 4,400,000 4,250,000 △150,000

圧縮帳簿積立金 ― 9,455 9,455

3.当期未処分利益 5,919 66,694 60,775

利益剰余金合計 4,648,735 53.0 4,550,106 53.3 △98,629

Ⅳその他有価証券評価差額金 △5,984 △0.0 8,009 0.1 13,993

Ⅴ自己株式 ※6 △1,011 △0.0 △1,011 △0.0 ―

　　　資本合計 6,486,351 74.1 6,401,715 75.0 △84,636

　　　負債・資本合計 8,752,146 100.0 8,535,614 100.0 △216,531
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（２）比較損益計算書

(千円未満切捨表示)

第27期
   （平成14年4月１日から
平成15年3月31日まで）

第28期
   （平成15年4月１日から
平成16年3月31日まで）

期　　別

　　科    目
金      額 百分比 金      額 百分比

増減金額

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅰ売上高 3,742,548 100.0 3,848,439 100.0 105,891

Ⅱ売上原価 2,859,924 76.4 2,912,304 75.7 52,380

1.期首製品たな卸高 88,136 181,245 93,109

2.当期製品仕入高 65,884 88,382 22,498

3.当期製品製造原価 ※2 2,887,452 2,798,076 △89,376

合      計 3,041,473 3,067,705 26,231

4.他勘定振替高 ※1 303 19,738 △19,435

5.期末製品たな卸高 181,245 135,662 45,583

売上総利益 882,624 23.6 936,135 24.3 53,510

Ⅲ販売費及び一般管理費 908,244 24.3 861,695 22.4 △46,549

1.販売手数料 4,089 551 △3,538

2.販売促進費 84,636 45,566 △39,070

3.運賃荷造費 48,586 59,634 11,047

4.広告宣伝費 15,216 11,186 △4,029

5.貸倒引当金繰入額 ― 300 300

6.役員報酬 85,936 85,094 △842

7.給料手当 193,370 230,635 37,264

8.賞与 21,944 26,611 4,667

9.賞与引当金繰入額 22,554 34,880 12,326

 10.退職給付費用 12,017 5,588 △6,428

11.役員退職金引当金繰入額 8,658 7,863 △795

12.法定福利費 ― 43,895 43,895

13.福利厚生費 10,849 11,708 859

 14.旅費交通費 66,215 54,625 △11,589

 15.支払手数料 71,312 41,473 △29,838

 16.家賃 47,282 48,294 1,012

 17.減価償却費 71,445 63,234 △8,210

 18.その他 144,128 90,550 △53,578

営業利益又は営業損失（△） △25,620 △0.7 74,439 1.9 100,060

Ⅳ営業外収益 55,870 1.5 46,143 1.2 △9,727

1.受取利息 2,858 3,098 239

2.受取配当金 3,451 1,969 △1,481

3.為替差益 29,168 33,878 4,709

4.その他 20,393 7,198 △13,195

Ⅴ営業外費用 24,228 0.6 23,971 0.6 △257

1.支払利息 20,398 19,411 △986

2.有価証券売却損 50 ― △50

3.たな卸資産廃棄損 48 103 54

4.減価償却費 ― 2,550 2,550

5.貸倒損失 ― 1,881 1,881

6.その他 3,730 24 △3,706

経常利益 6,022 0.2 96,612 2.5 90,589
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(千円未満切捨表示)

第27期
   （平成14年4月１日から
平成15年3月31日まで）

第28期
   （平成15年4月１日から
平成16年3月31日まで）

期　　別

　　科    目
金      額 百分比 金      額 百分比

増減金額

千円 ％ 千円 ％ 千円

Ⅵ特別利益 39,597 1.1 69,312 1.8 29,714

1.貸倒引当金戻入益 2,000 ― △2,000

2.保険金収入 37,597 ― △37,597

3.投資有価証券売却益 ― 69,295 69,295

4.固定資産売却益 ※3 ― 16 16

Ⅶ特別損失 82,245 2.2 109,952 2.8 27,706

1.固定資産除却損 ※4 6,199 5,173 △1,026

2.投資有価証券評価損 35,117 ― △35,117

3.貸倒引当金繰入額 3,100 4,047 947

4.工場移設費用 ※5 26,470 ― △26,470

5.火災損失 ※6 11,357 ― △11,357

6.たな卸資産評価損 ― 28,366 28,366

7.たな卸資産廃棄損 ― 49,856 49,856

8.関係会社株式評価損 ― 20,628 20,628

9.関係会社清算損 ― 1,881 1,881
税引前当期純利益又は
税引前当期純損失（△） △36,625 △0.9 55,972 1.5 92,597

法人税住民税及び事業税 36,000 1.0 74,000 1.9 38,000

法人税等調整額 △37,704 △1.0 △36,392 △0.9 1,312

当期純利益又は当期純損失（△） △34,920 △0.9 18,364 0.5 53,285

前期繰越利益 40,839 48,329 7,489

当期未処分利益 5,919 66,694 60,775
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（３） 比較利益処分計算書（案）

(千円未満切捨表示)

期 別 第 2 7 期 第 2 8 期

科 目 金          額 金          額

千円 千円 千円 千円

Ⅰ当期未処分利益 5,919 66,694

Ⅱ任意積立金取崩額

1.特別償却準備金取崩額 21,337 18,243

2.圧縮記帳積立金取崩額 1,929 2,136

3.別途積立金取崩額 150,000 173,266 50,000 70,380

合 計 179,185 137,074

Ⅲ利益処分額

1.配当金 116,994 116,994

2.任意積立金

(1) 特別償却準備金 2,477 ―

(2) 圧縮記帳積立金 11,384 130,855 ― 116,994

Ⅳ次期繰越利益 48,330 20,080

(注) 1.配当金は、自己株式 400株を除いて計算しております。

2.特別償却準備金及び圧縮記帳積立金の取崩及び積立は法人税及び租税特別措置法の規定に基づくものであり

ます。

１株当たり配当金の内訳

第２７期 第２８期

年　間 中　間 期　末 年　間 中　間 期　末

円 銭 円  銭 円 銭 円 銭 円  銭 円 銭

普通株式 15 00 15 00 15 00 15 00

（内訳）

普通配当 15 00 15 00 15 00 15 00

記念配当

特別配当
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重要な会計方針

第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

　　　移動平均法による原価法

１　有価証券の評価基準及び評価方法

　(1) 子会社株式及び関連会社株式

同左

　(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

　　　決算末日の市場価格等に基づく時価法

　　　(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価

は、総平均法により算定)

(2) その他有価証券

　　　時価のあるもの

同左

　　　時価のないもの

　　　総平均法による原価法

時価のないもの

同左

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品……個別法に基づく原価法

なお、仕掛原材料については移動平均法に基づく原価

法によっております。

原材料及び貯蔵品……移動平均法に基づく原価法

２　たな卸資産の評価基準及び評価方法

製品及び仕掛品

同左

原材料及び貯蔵品

同左

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

３　固定資産の減価償却の方法

　(1) 有形固定資産

　　　定率法によっております。

　　　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に

規定する方法と同一の基準によっております。

　　　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法によっております。

　　　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建 物      5～40年 建 物      8～45年

構 築 物      7～40年 構 築 物      7～34年

機械及び装置 2～17年 機械及び装置 2～17年

車両運搬具      2～ 6年 車両運搬具      2～ 6年

工具器具備品 2～20年 工具器具備品 2～20年

　(2) 無形固定資産

　　　定額法によっております。

　　　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法

と同一の基準によっております。

　　　ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内に

おける利用可能期間(５年)に基づく定額法によっておりま

す。

　(2) 無形固定資産

同左

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円

貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。

　　なお、為替予約の振当処理の対象となっている外貨建金

銭債権債務については、当該為替予約の円貨額に換算して

おります。

４　外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

同左
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第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

　　　債権の貸倒損失に備えるため一般債権については、貸

倒実績率法によっており、貸倒懸念債権及び破産更生債

権等については、個別に回収可能性を検討し、回収不能

見込額を計上しております。

５　引当金の計上基準

　(1) 貸倒引当金

同左

　(2) 賞与引当金

　　　従業員の賞与の支給に備えるため、将来支給見込額の

うち当期の費用負担額を計上しております。

　(2) 賞与引当金

同左

　(3) 退職給付引当金

　　　従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上しております。

　(3) 退職給付引当金

同左

　(4) 役員退職金引当金

　　　役員の退職慰労金の支給に備えるため、役員退職金規

程に基づく期末要支給額を計上しております。

　(4) 役員退職金引当金

同左

６　リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。

６　リース取引の処理方法

同左

７　ヘッジ会計の方法

ヘッジ会計の方法は、繰延ヘッジ処理によっておりま

す。なお、為替予約が付されている外貨建金銭債権債務

については、振当処理を採用しております。

ヘッジ手段として為替予約を実施しており、ヘッジ対

象は外貨建予定取引等であります。

７　ヘッジ会計の方法

同左

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

８　その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

同左
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(会計処理の変更)

第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

（自己株式及び法定準備金取崩等に関する会計基準）

当事業年度から「企業会計基準第１号  自己株式及び

法定準備金の取崩等に関する会計基準」（平成 14 年 2 月

21日 企業会計基準委員会）を適用しております。

この変更による損益への影響はありません。

（貸借対照表）

１ 前事業年度において独立掲記しておりました「資本準

備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度に

おいては「資本剰余金」の内訳科目として表示してお

ります。

２ 前事業年度において独立掲記しておりました「利益準

備金」は、財務諸表等規則の改正により当事業年度に

おいては「利益剰余金」の内訳として表示しておりま

す。

３ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目と

して表示しておりました「任意積立金」は、財務諸表

等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余

金」の内訳として表示しております。

４ 前事業年度において「その他の剰余金」の内訳科目と
して表示しておりました「当期未処分利益」は、財務諸

表等規則の改正により当事業年度においては「利益剰余

金」の内訳として表示しております。

（1株当たり当期純利益に関する会計基準等）

当事業年度から「1 株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成 14年 9月 25日 企業会

計基準第 2 号）及び「1 株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14年 9月

25日 企業会計基準第 4号）を適用しております。

なお、同会計基準及び適用指針に伴う影響については

（1株当たり情報）注記事項に記載のとおりであります。

(表示方法の変更)

第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

家賃は販売費及び一般管理費の5/100を超えたため、

区分掲記することとしました。なお、前期は販売費及び一

般管理費のその他に40,004千円含まれております。

法定福利費は販売費及び一般管理費の5/100を超えた

ため、区分掲記することとしました。なお、前期は販売費

及び一般管理費のその他に38,938千円含まれておりま

す。
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注記事項

(貸借対照表関係)

第27期
（平成15年3月31日現在）

第28期
（平成16年3月31日現在）

※1.有形固定資産の減価償却累計額    2,297,219千円 ※1.有形固定資産の減価償却累計額    2,551,223千円

※2.資産につき設定している担保権の明細

担保資産

※2.資産につき設定している担保権の明細

担保資産

建 物 1,618,430千円 建 物 1,506,692千円

構 築 物 91,639千円 構 築 物 71,707千円

土 地 990,078千円 土 地 990,078千円

計 2,700,148千円 計 2,568,478千円

担保資産に対応する債務 担保資産に対応する債務

短 期 借 入 金 34,000千円 短 期 借 入 金 20,000千円

１年内返済予定
の 長 期 借 入 金 216,792千円

１年内返済予定
の 長 期 借 入 金 243,192千円

長 期 借 入 金 646,540千円 長 期 借 入 金 710,040千円

計 897,332千円 計 973,232千円

※3.過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮

記帳額は300,000千円であり、貸借対照表計上額はこの圧

縮記帳額を控除しております。

※3.過年度に取得した土地のうち国庫補助金等による圧縮

記帳額は300,000千円であり、貸借対照表計上額はこの圧

縮記帳額を控除しております。

※4. ※4.繰延ヘッジ損益

ヘッジ手段に係る損益又は評価差額は、純額で繰延ヘ

ッジ損失として計上しております。なお、相殺前の繰延

ヘッジ損失及び繰延ヘッジ利益の総額は次のとおりであ

ります。

（投資その他の資産「その他」）

繰延ヘッジ損失 53,738千円

繰延ヘッジ利益 5,408千円

 差引 48,329千円

※5.会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数 ※5.会社が発行する株式及び発行済株式の種類及び総数

会社が発行する株式の総数 普通株式 31,200,000株 会社が発行する株式の総数 普通株式 31,200,000株

発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式  7,800,000株 発 行 済 株 式 の 総 数 普通株式  7,800,000株

※6.自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式400株であ

ります。

※6.自己株式

当社が保有する自己株式の数は、普通株式400株であ

ります。

※7.関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

※7.関係会社に対するものが次のとおり含まれておりま

す。

受  取  手  形     43,672千円 受  取  手  形     40,451千円

売    掛   金    112,956千円 売    掛   金    36,450千円

流動資産その他    68,454千円

支 払 手 形     2,100千円

買 掛 金     5,249千円

未 払 費 用        339千円

未 払 金    6,240千円

 8. 8.（配当制限）

商法施行規則第124条第3号に規定する金額は、

8,009千円であります。
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(損益計算書関係)
第27期

                （平成14年4月１日から
平成15年3月31日まで）

第28期
                （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

※1.他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。 ※1.他勘定振替高の内訳は以下のとおりであります。

販売促進費           303千円 たな卸資産廃棄損           103千円

合　　　計           303千円 たな卸資産評価損        19,634千円

合　　　計        19,738千円

※2.当期製造費用に含まれる研究開発費は60,393千円であり

ます。

※2.当期製造費用に含まれる研究開発費は56,282千円であり

ます。

※3.固定資産売却益の内訳は、以下のとおりであります。

車 両 運 搬 具 16千円

※3.

合　　　計 16千円

※4.固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。 ※4.固定資産除却損の内訳は、以下のとおりであります。

構 築 物 418千円 建 物 86千円

機 械 及 び 装 置 5,637千円 機 械 及 び 装 置 2,985千円

工 具 器 具 備 品 143千円 車 両 運 搬 具 376千円

合　　　計 6,199千円 工 具 器 具 備 品 1,630千円

そ の 他 94千円

合　　　計 5,173千円

※5.工場移設費用は、山形工場から蔵王南工場への機械関係

の移設費用であります

※5.

※6.火災損失の内訳は、以下のとおりであります。 ※6.

機 械 及 び 装 置        7,357 千円

原 状 回 復 工 事        4,000 千円

合　　　計         11,357 千円
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(リース取引関係)

第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び

期末残高相当額

有形固定資産（工具器具備品）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引

1.リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額

有形固定資産（工具器具備品）

 取 得 価 額 相 当 額 6,600千円  取 得 価 額 相 当 額 6,600千円

 減価償却累計額相当額  1,320千円  減価償却累計額相当額  2,640千円

 期 末 残 高 相 当 額  5,280千円  期 末 残 高 相 当 額  3,960千円

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

  なお、取得価額相当額の算定は、有形固定資産の期末

残高等に占める未経過リース料期末残高の割合が低いた

め、「支払利子込み法」によっております。

2.未経過リース料期末残高相当額 2.未経過リース料期末残高相当額

１ 年 内 1,320千円 １ 年 内 1,320千円

１ 年 超 3,960千円 １ 年 超 2,640千円

合 計 5,280千円 合 計 3,960千円

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利子込み法」によっておりま

す。

 なお、未経過リース料期末残高相当額の算定は、有形

固定資産の期末残高等に占める未経過リース料期末残高

の割合が低いため、「支払利子込み法」によっておりま

す。

3.支払リース料及び減価償却費相当額 3.支払リース料及び減価償却費相当額

支 払 リ ー ス 料 1,320千円 支 払 リ ー ス 料 1,320千円

減価償却費相当額 1,320千円 減価償却費相当額 1,320千円

4.減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

4.減価償却費相当額の算定方法

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。

(有価証券関係)

第27期（平成15年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

第28期（平成16年3月31日現在）

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。
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(税効果会計関係)
第27期

（平成15年3月31日現在）
第28期

（平成16年3月31日現在）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

(繰延税金資産)

①流動資産

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内

訳

(繰延税金資産)

①流動資産

賞与引当金損金算入限度超過額 34,172千円 賞与引当金損金算入限度超過 48,247千円

その他 21,375千円 たな卸資産評価損否認額 24,228千円

繰延税金負債(流動)との相殺 △1,997千円 その他 13,604千円

                     計 53,551千円 繰延税金負債(流動)との相殺 △1,409千円

                     計 84,671千円

②固定資産 ②固定資産

投資有価証券評価損否認額 44,775千円 貸倒引当金損金算入限度超過額 37,590千円

貸倒引当金損金算入限度超過額 35,648千円 投資有価証券評価損否認額 33,594千円

退職給付引当金損金算入限度超過額 32,469千円 退職給付引当金損金算入限度超過額 25,148千円

役員退職金引当金損金算入否認額 14,550千円 役員退職金引当金損金算入否認額 17,726千円

会員権評価損否認額 13,860千円 会員権評価損否認額 13,860千円

営業権償却否認額 10,130千円 その他 27,317千円

その他 15,684千円 繰延税金負債(固定)との相殺 △43,038千円

繰延税金負債(固定)との相殺 △50,707千円 計 112,199千円

                   計 116,412千円 繰延税金資産合計 196,870千円

繰延税金資産合計 169,964千円

(繰延税金負債) (繰延税金負債)

①流動負債 ①流動負債

未収還付事業税 △1,997千円 未収還付事業税 △1,409千円

繰延税金資産(流動)との相殺 1,977千円 繰延税金資産(流動)との相殺 1,409千円

                  計 ― 千円                      計 ― 千円

②固定負債 ②固定負債

特別償却準備金損金算入額 △43,470千円 特別償却準備金損金算入額 △29,877千円

その他 △7,236千円 その他 △13,161千円

繰延税金資産(固定)との相殺 50,707千円 繰延税金資産(固定)との相殺 43,038千円

                  計 ― 千円                   計 ― 千円

繰延税金負債合計 ― 千円 繰延税金負債合計 ― 千円

繰延税金資産の純額 169,964千円 繰延税金資産の純額 196,870千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等との負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳

法定実効税率 40.4%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 9.1%

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △2.8%

住民税均等割等 15.1%

その他 5.4%

当事業年度は税引前当期純損失を計上しているため

記載を省略しております。

税効果会計適用後の法人税等の負担率 67.2%
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第27期
（平成15年3月31日現在）

第28期
（平成16年3月31日現在）

3. 法人税等の税率の変更により修正された繰延税金資産及

び繰延税金負債の金額等

地方税法等の一部を改正する法律（平成15年法律第9号）

が平成15年3月31日に公布されたことに伴い、当事業年度

の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16

年4月1日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した

法定実効税率は、前事業年度の41.7％から40.4％に変更さ

れました。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債

の金額を控除した金額）が3,745千円減少し、当事業年度

に計上された法人税等調整額が3,745千円、その他有価証

券評価差額金が130千円、それぞれ増加しております。
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（1株当たり情報）

第27期
                 （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                 （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

1株当たり純資産額

1株当たり当期純損失

831円63銭

4円48銭

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

820円77銭

2円35銭

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、1株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

当事業年度から「1 株当たり当期純利益に関する会計

基準」（企業会計基準委員会 平成 14年 9月 25日 企業会

計基準第 2 号）及び「1 株当たり当期純利益に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成 14年 9月

25日 企業会計基準第 4号）を適用しております。
これによる影響額はありません。

1株当たり当期純損失の算定上の基礎 1株当たり当期純利益の算定上の基礎

損益計算書上の当期純損失 34,920千円 損益計算書上の当期純利益 18,364千円

普通株式に係る当期純損失 34,920千円 普通株式に係る当期純利益 18,364千円

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳

該当事項はありません。

普通株式の期中平均株式数 7,799,600株 普通株式の期中平均株式数 7,799,600株

（重要な後発事象）

第27期
                （平成14年4月１日から

平成15年3月31日まで）

第28期
                （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）

　該当事項はありません。 　該当事項はありません。
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２.品目別売上高明細表

(千円未満切捨表示)

第27期
     （平成14年4月１日から
平成15年3月31日まで）

第28期
    （平成15年4月１日から
平成16年3月31日まで）品 目

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

千円 ％ 千円 ％

半導体製造装置用製品 3,603,425 96.3 3,702,974 96.2

（539,133） (14.4） （836,456） (21.7)

理化学機器用製品 101,230 2.7 104,195 2.7

電化製品その他 37,252 1.0 41,270 1.1

（911） (0.0) (―) (―)

製
品

小 計 3,741,907 100.0 3,848,439 100.0

半導体製造装置用製品 641 0.0 ― ―
加
工
品

小 計 641 0.0 ― ―

合 計 3,742,548 100.0 3,848,439 100.0

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。

３.主要製品・商品の期中受注高及び受注残高

(千円未満切捨表示)
第27期

         （平成14年4月１日から
平成15年3月31日まで）

第28期
         （平成15年4月１日から

平成16年3月31日まで）
受注高 受注残高 受注高 受注残高

品 目

金額 金額 構成比 金額 金額 構成比

千円 千円 ％ 千円 千円 ％
半導体製造装置用製品 3,744,229 684,556 98.8 3,801,451 783,034 97,7

(668,712) (214,012) (30.9) (881,692) (259,248) (32.4)

理化学機器用製品 103,244 4,454 0.6 108,815 9,074 1.1

電化製品その他 33,569 4,251 0.6 46,243 9,224 1.2

(911) (―) (―) (―) (―)

製
   
品

小計 3,881,043 693,262 100.0 3,956,511 801,333 100.0

半導体製造装置用製品 549 ― ― ― ― ―
加
工
品 小計 549 ― ― ― ― ―

合計 3,881,592 693,262 100.0 3,956,511 801,333 100.0

(注) 1.金額は販売価格によっております。

2.金額は消費税等を含んでおりません。

3.(　)内の数字（内書）は、輸出金額及び輸出割合であります。
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４．役員の異動（平成 16年 6月 18日付予定）

１．代表取締役の異動

取締役会長            森   憲司（現 代表取締役社長）

代表取締役社長        大室   赳（現 常務取締役経理部部長）

  

２．その他の役員の異動

専務取締役総務部長    千葉 喜夫（現 取締役総務部長）

常務取締役生産本部長  脇   正一（現 取締役生産本部長）

（新任取締役候補）
取締役営業本部長      岡   龍志（現 顧問 営業部長）

（退任取締役候補）
顧問 海外担当         行待 康郎（現 専務取締役営業本部長）




